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は じ め に 


特許 等 の 知 的 財産 を ベー ス と し た 新 技術 に 基礎 を 置く ベン チャ ー 育 成 は 、 地 域 経済 活性 化 の 切り 札 と し て 
期待 され て いる "。 本 研究 発表 で は 、 新 技術 ベン チャ ー に つい て 「 特 許 等 の 知 的 財産 を ベース と し た 新 技術 
に 基礎 を 置き 、 新 た な 事業 を 目指 す 中 小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 」 と 理解 し 、 論 を 進め る 。 

新 技術 ベン チャ ー 育 成 は 、 経 済 産業 省 の 推進 する 産業 クラ スタ ー 計 画 、 文 部 科学 省 の 進め る 知 的 クラ スタ 
ーー 創成 事業 な ど 、 ク ラス ター 形成 に よる 地域 経済 活性 化 を 目指 す 国家 施策 に お いて 主要 課題 の 一 つと な っ て 
いる 。 経済 産業 省 の 産業 クラ スタ ー 計 画 は 「 経 営 者 や 技術 者 、 研 究 者 、 資 金 提供 者 と いっ た 様々 な メン バー 
が 人 的 ネッ トワ ー ク を 形成 し 、 そ の 人 的 ネッ トワ ー ク の 中 で メン バー が 相互 に 競争 ・ 協 調 す る こと に よっ て 、 
各地 域 に 競争 力 の ある 産業 クラ スタ ー が 創出 され る こと を 目指 す も の 」 で あり 、「 こ れ ら の 産業 クラ スタ ー が 
苗 床 と な っ て 、 中 堅 ・ 中 小 企業 の 新 事業 展開 が 促進 され 、 ま た 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー が 生み 出さ れる こと が 期 
待 さ れる (経済 産業 省 (2004)、 1 真 」 と し て いる 。 一 方 、 文 部 科学 省 が 推進 する 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 は 、 
「 地 方 自治 体 の 主体 杜 を 重視 し 、 知 的 創造 の 拠点 た る 大 学 、 公 的 研究 機関 等 を 核 と し た 、 関 連 研 究 機関 、 研 
開発 型 企業 等 に よる 国際 的 な 競争 力 の ある 技術 革新 の た め の 集 積 ( 知 的 クラ スタ ー) の 創成 を 目指 す ( 文 
RB 科学 省 (2002A)) 」 も の で 、「 研 究 機 関 等 の 「 知 恵 | を 核 と する 「 人 」 の 集積 か ら 始ま り 、 ベ ンチ ャ ー 設 立 
等 が 超 爆 剤 と な り 、 地 元 企業 の 活性 化 、R &D 型 企業 等 の 立地 が 始ま り 、 ク ラス ター と し て 成長 する (文部 
科学 省 ②002B)、 1 頁 )」 と 指摘 し て いる 。 い ずれ も 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー や R&D 型 企業 と いっ た 表現 で 、 新 
技術 ベン チャ ー 育 成 を 主要 課題 と する 共通 点 を 有する ?。 

本 研究 発表 は 、 我 が 国 の 新 技術 ベン チャ ー 育 成 に 有効 な 地域 支援 環境 及び 支援 施策 に つい て 、 新 技術 ベン 
チャ ー 及 び 知 的 クラ スタ ー 創 成 事 業 に お ける 全国 16 の 知 的 クラ スタ ー 本 部 の 事業 統括 を 対象 と し た 質問 球 
調査 及び イン タビ ュー 調査 を も と に 論じ る 。 そ の 上 で 、 文 部 科学 省 が 推進 する 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 採択 
地域 に お ける 支援 環境 の 現状 と 今後 の 支援 施策 の 方 向 人 性 に つい て 考察 し 、 政策 的 含意 に つい て 提示 し た い 。 


っ 


本 


コロ は 


1 地域 クラ スタ ー と 急 成長 ベン チャ ー 育 成 


1 地域 クタ ラスター の 成 必 要因 
クラ スタ ー と は 、 本 来 「 プ ドウ の 房 」 の 意 で あり 、 転じ て 和 群 や 集団 を 意味 する 言葉 と し て 用 いら れ て いる 。 
Porter (1990) は 、 国 家 が 特定 産業 に お いて 国際 的 に 成功 する 要因 と し て 、(① 要 素 条 件 、②⑳ 電 要 条 件 、(③) 
関連 、 支援 産業 、 (4④) 企 業 の 戦略 、 構造 及び ライ バル 間 競 争 の 4 つ を 挙げ 、 それぞれ に つい て 以下 の よう に 述 
べ て いる 。 
(1) 要素 条件 : ある 産業 に お いて 競争 する の に 必要 な 熟練 労働 者 また は イン フラ スト ラク チャ ー と いっ た 生 

産 要素 に お ける 国 の 地位 
②⑫) 需要 条件 : 製品 又は 、 サ ービス に 対す る 本 国 市 場 の 需要 の 性 質 . 
⑬ 関 車 、 支 援 産業 : 国 の 中 に 国際 遂 争 力 を も つ 供 給 産業 と 関 還 産業 が 存在 する の か 
(④ 企業 の 戦略 、 構 造 及 び ラ イ バ ル 間 競 争 : 企業 の 設立 、 組 織 、 管 理 方 法 を 支配 する 国内 条件 及び 国内 の ラ 

イ バ ル 間 競 争 の 性 質 。 (pp.71-72) 

この Porter (19900 の ダイ ヤ モ ン ドモ デル は 、Porter (1998) に お いて 、 国 家 に と ど ま ら ず 国 際 的 な 地 
域 間 競争 、 す な わ ち 地域 クラ スタ ー の 競争 優位 を 分 析 す る フレ ー ム ワー ク と し て も 有用 で ある と 論じ て いる 。 
クラ スタ ー と いう 言葉 を 明示 的 に 示し て は いな いも の の 、 特 定 産業 の 地域 的 集積 に 関す る 先駆 的 研究 と し て 、 
Marshall (1890) を 挙げ る こと が 出来 る 。 Marshall(1890) は 、 特 定 産業 の 地域 的 集中 に よる 経済 効果 と し 
て 、①) 特 殊 技 能 労働 者 の 市 場 の 形成 、⑫) 補 助産 業 の 発生 、⑧ 産 業 に 固有 の 技術 の 伝播 、 等 を 指摘 し て いる 3。 

技術 志向 の 地域 クラ スタ ー に つい て は 、Smilor, Gibson and Kozmetsky(1990) が 、 米 国 テ キサ ス 州 オー ス 
ティ ン の 事例 を ベー ス に 、 テ クノ ポリ ス の 輸 (Technopohs Wheel) と いう 概念 を 提示 し 、 テ クノ ポリ ス 、 
すなわち 技術 志向 の 地域 クラ スタ ー の 形成 に は 、 ① 大 学 (エン ジニ アリ ング 、 ビ ジネス 、 自 然 科 学 、 リ サ 
チ セ ンタ ー 他 ) 、⑫) 大 企業 (フォ ー チ ュ ン 500 企業 、 販売 、 R&D 拠点 、 従 業 員 ) 、 ⑬ 新 企業 (ユニ バー シテ 
ィ ス ピン オフ 、 大 手 企業 スピ ン オ フ 他 ) 、 ④ 連 邦 政 府 (防衛 関連 支出 、 研究 補助 金 ) 、 ⑤ 州 政府 (各種 プロ グ 
ラム 、 教 育 支 援 ) 、⑥) 地 方 自治 体 (イン フラ 、 他 地域 と 競争 し うる 地方 税 、 生 活 の 質 ) 、 ⑦ 支 援 グ レー プ ( コ 
ミュ ニテ ィ 、 商 工 会 議 所 、 ビ ジネス ) の 7 つの 要素 が 不可 欠 で ある と 指摘 し て いる 。 
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一 方 、 Saxenian(199 は 、 シ リコ ン バ レ ー と ルー ト 128 と の 比較 研究 に よっ て 、 ル ー ト 128 は 少数 の 比 
較 的 独立 性 の 高い 集権 的 な 企業 が 垂直 統合 を 行っ て いる 自己 完結 型 企 業 で ある の に 対し て 、 シ リコ ン バ レ ー 
は 、 企 業 間 の ネッ トワ ー ク を 中 心 に 大 学 、 業界 団体 等 の 地域 組織 を 包含 し た ネッ トワ ー ク 型 の 地域 産業 シス 
テム と な っ て お り 、 地 域 全体 が 市 場 や 技術 の 変化 に 適応 で きる シス テム と な っ て いる と 指摘 し た 上 で 、 地 域 
産業 シス テム の 分 析 フ レー ム ワ ー ク と し て 、① 地 域 の 組織 や 文化 、⑫) 産 業 構造 、(⑬③ 企 業 の 内 部 構造 の 8 つ 
の 側面 か ら な る 概念 を 提示 し た 。Saxenian(19942) に よる と 、① 地 域 の 組織 や 文化 と は 、「 大 学 、 業 界 団体 、 
地方 行政 政府 を 初め と する 官民 の 組織 、 趣味 の サー クル で 専門 職 団体 等 多く の 非 公 式 グ ルレ ー プ (⑯.7」 で ある 
地域 の 組織 及び 、 地 域 社会 を 団結 さえ 労働 市 場 や リス ク に 対す る 態度 に 至 ち まで 、 あ ら ゆ る も の を 決定 づけ 
共通 の 習慣 や 慣習 と 述べ て いる 。 ま た 、⑫ 産 業 構造 と は 「 社 会 的 分 業 が どの 程度 行わ れ て いる の か 、( 中 
略 ) さ ら に 特定 の 分 野 の 顧客 や 供給 業者 や 競争 相手 が どの よう な 形 で どの 程度 つなが っ て いる の が ①⑪.7」、 ⑬ 
企業 の 内 部 構造 と は 「 綻 また は 横 の 調整 が どの 程度 行わ れる の か 、 権 限 は 集中 し て いる か 分 散 し て いる か 、 
企業 内 の 責任 の 配分 や 仕事 の 専門 化 は どう な っ て いる の か 等 を 言う 6.7」 と 指摘 し た 上 で 、 地 域 産 業 シ ステ 
ム に お いて は Q① 地 域 の 組織 や 文化 、②⑫ 産 業 構造 、(③) 企 業 の 内 部 構造 の 3 つの 相互 作用 が 重要 で ある こと を 
強調 し て いる 。 


2 人 急 成 長 ペ ベン チャ ー 創 出 と 地域 支援 粒 境 ssssasas ュ や ュ ュ 0 や や や べべ べべ べべ べべ 
清 成 (990) は 、 シ リコ ン バ レ ー に 代表 され る アメ リカ の 急 成 長 ベ ンチ ャ ー 創 出 と 地域 に お ける 支援 環境 に 
つい て 、「 企 業 家 の 支 援 シ ステ ム が 完結 的 に 形成 され て いる の は 、 アメ リカ だ け で ある 。 こう し た シス テム を 
列挙 する と 次 の と お り で ある 。① 企 業 家 予 備 軍 の 教育 ・ 育 成 、②) 創 業 の 助成 、(⑧③ 専 門 的 人 材 の 形成 、(④ リ 
スク キャ ビタ ル の 供給 、⑤ 株 式 の 店 頭 公開 、 こ うし た 仕組 み が 有 機 的 に 関 車 し あっ て いる の で ある (86 見 )」 

と 述べ 、 起 業 家 を 支援 する 地域 環境 の 重要 性 を 指摘 し て いる 。 

Kenny and Burg(2000) は 、 新 し い 企 業 、 産 業 を 次 々 と 育成 する 能力 を ン リ コン バレ ー の 本 質 と し 、 こ う 
し た メカ ニズム を 解明 する た め に 、「 第 一 の 経済 (Reconomy One@)」「 第 二 の 経済 (Reconomy Twoo」 と いう 概念 
を 提示 し た 。「 第 一 の 経済 は 、 民 間 企 業 で あれ ば 利益 と 成長 を 究極 の 目的 と する 既存 組織 .223」 か ら 成 り 
立っ て お り 、 既存 企業 や 大 学 、 研究 機関 等 を 指す 。 また 、「 第 二 の 経 済 は 、 新 企業 の 創造 と 成長 を 可能 に する 
よう に 進化 し た 制度 的 イン フラ で ある ( ゎ .222」 と 述べ 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル 、 会 計 士 事務 所 、 法律 事務 所 、 
投資 銀行 等 を 例 に 挙げ 、 シ リコ ン バ レ ー に お ける 「 第 二 の 経 済 」 の 重要 性 を 強調 し て いる 。 

また 、Aoki(1999) は 、Kenny and Burg(2②0000 の 「 第 二 の 経 済 」 の うち 、 特 に ベン チャ ー キ ャ ピタ ル の 役 
割 に 着目 し 、 シ リコ ン バ レ ー の 地域 と し て の 強み を 論じ て いる 。Aoki(1999)9 は 、 コ ンピュータ ー 等 新 技術 べ 
ンチ ャ ー を 念頭 に シリ コン バレ ー の ベン チャ ー キ ャ ピタ ル と ハイ テク ベン チャ ー と の 情報 及び ガッ バナ ンス 面 
で の 有効 な 連携 は 、 革 新 的 な イノ ベー ショ ン を 生み や すく 、 人 急激 な 環境 変化 に も 適応 し や すい と 指摘 し て い 
る 。Aoki(1999) に よる と 、 シ リコ ン バ レ ー に お いて は 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル が より 有望 な 形 で 事業 を 発展 
させ る か を 確認 する た め の ト ー ナ メン ト を ベン チャ ー 間 で 行わ むせ る こと に より 、 ハ イレ ベル の 努力 を ベン チ 
ャ ー か ら 引 き 出し て いる 。 こ の トー ナメ ント に あたっ て 、 ベ ベンチャー キャピ タル は 、 地 域 の ディ ファ クト ス 
タン ダー ド の 設定 の た め に 必要 な 情報 を ベン チャ ー に 媒介 する 仲介 者 と し て の 役割 を 果たし て いる 。 こ の ベベ 
ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル の 媒介 に よっ て 進化 的 な 選択 に さら され る ベン チャ ー 和 群 は 、 革 新 的 な か イノ ベー ショ ン を 
生み や すく 、 人 急激 な 環境 変化 に も 適応 し や すい と 指摘 する 。 こ う し た ベン チャ ー キ ャ ピタ ル な ど 「 第 二 の 経 
済 | の ベン チャ ー 育 成 に 果たす 役割 の 重要 に 関す る 研究 は 、 こ の 他 に も 多数 ある 。 (Lee ed.(2000)、 今井 監修 
(1998 仙 ) 


2 新 技術 ベン チャ ー 創 出 に 有効 な 地域 支援 環境 及び 支援 施策 


我が国 に お ける 新 技術 ベン チャ ー 育 成 に 有効 な 地域 支援 環境 と は どの よう な 要素 か 、 ま た 、 新 技術 ベン チ 
ャ ーー 育成 に 有効 な 支援 施策 と は どの よう な も の で あろ うか 、。 新 技術 ベン チャ ー 及 び 知 的 クラ スタ ー 創 成 事 業 
に お ける 全国 16 の 知 的 クラ スタ ー 本 部 の 事業 統括 を 対象 と し た 質問 票 調 査 を も と に 論じ し る 。 そ の 上 で 、 文 
部 科学 省 が 推 準 する 知 的 クラ スタ ー 創 成 事 業 採択 地域 に お ける 支援 環境 の 現状 と 今後 の 支援 施策 の 方 向 性 に 
つい て 考察 し 、 政 策 的 含意 に つい て 提示 する 。 


新 技術 ベン チャ ー に つい て は 、 奈 良 先 端 科学 技術 大 学院 大 学 が 実施 し た 通信 教育 講座 「 知 的 財産 ・ 技 術 経 
営 プ ログ ラム 2005」 を 受講 し た 受講 草 生 で 、 特許 等 知 的 財産 を 活用 し た 事業 化 を 目指 す 中 小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 
の 経営 者 、 従 業 員 を 対象 と し た 9 り 。 イ ンタ ーネット に よる 公募 と 共に 全国 の 中 小 企業 団体 、 経 済 団体 等 を 通 
Se 通信 教育 講座 へ の 参加 企業 を 募集 、 参 加 申 し 込み の あっ た 184 事業 所 の 経営 者 及び 従業 員 に 対し て 、 
電子 メー ル や 郵送 等 で 質問 票 調査 を 送付 し た め ,。 質問 票 調査 は 、2004 年 11 月 中 旬 か ら 12 月 に か け て 送付 し 、 
116 の 回 答 を 得 た (回 答 率 63%%)。 本 研究 発表 は 、 こ の 内 未 上 場 で 、 特 許 を 取得 し て いる 、 或 い は 出願 中 、 
、 基礎 研 究 段 階 、 製品 開発 段階 、 事業 1 段階 の すべ て の 実績 を 有する 47 事業 所 を 分 析 の 対象 と し た 9。 ヨ 
た 、 文 部 科学 省 が 選定 し た 全国 16 の 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 本 部 の 事業 統括 に 対し て は 、2004 年 11 月 
旬 に 質問 票 調査 を 郵送 し 、12 の 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 本 部 か ら 回 答 を 得 た (回 収 率 75%%)。 


に 


押 


ゴゴ 7 


1 _ 地 域 支 援 尋 境 し 
本 研究 発表 で は 、 地域 クラ スタ ー の 成功 要因 に 関す る Porter (1990) 、 Marshall (1890) 、 Smilor Gibson 
and Kozmetsky(1990)、 Saxenian(1994) ら の 先行 研究 、 ま た 、 急 成長 ベン チャ ー 創 出 と 地域 支援 環境 に 関す 
る 清 成 (1996)、 Kenny and Burg(2000) ら の 先行 研究 も と に 、 地域 支援 環境 に つい て 、 ① 労働’ 力 ・ 人 材 (研究 ・ 
開発 ・ 販 売 な どの 面 で 優秀 な 人 材 が 容易 に 確保 で きる 等 )、⑫) 労 働 、 人 材 以外 の 要素 条件 (インフ ラス トラ ク 
チャ ー が 整備 され て いる 等 )、 ⑧ 同 一 産業 の 企業 間 競 争 ( 切 磁 攻 磨 する ライ バル と し て の 競合 企業 が 存在 する 
侍 )、④⑭ 関連 産業 (デバ イス 供給 、 販売 等 協力 会 社 等 と 、 地 域内 で 容易 に 顔 を あわ せ て の 打合せ が 可能 で ある 
等 )、⑤ 支 援 産業 (弁理 士 、 Co タル 、 公 認 会 計 士 等 と 地域 内 で 容易 に 顔 を あわ せ て の 打合せ が 
可能 で ある 等 )、 ⑥ 技 術 ゃ 知識 の 伝播 地域 内 で 多様 な 人 材 と の イン タラ クティ ブ な 交流 が 可能 で ある 等 )、 ⑦ 
顧客 ニー ズ (顧客 ニー ズ が 容易 に 把握 で きる 等 ) か ら な る 7 つの 質問 票 調 査 項 目 を 作成 し た 。 そ の 上 で 、 新 技 
術 ベ ンチ ャ ー に 対し 、 そ れ ぞ れ の 地域 支援 環境 を どの 程度 重視 する の か 、 ま た 、 事 業 化 ま で の 各 有 段階 す な 
わ ち 基礎 研究 、 製 品 開発 、 販 売 の 各 段 階 に お いて 、 そ れ ぞ れ ど の 地域 支援 環境 を どの 程度 重視 する の か を 質 
間 し た 。 
事業 化 ま で の 全 プ ロ セ ス を 通じ 、 重視 する 地域 支援 環境 に つい て 「 か な り 重 視 」「 ま あか 重視 」 を あわ せ た 割 
合 が 最も 多かっ た の が 「 労 働 力 ・ 人 材 (「 か な り 重 視 」 と 「 ま あ 重 視 」 を あわ せ て 759%」 で 、 以 下 「 顧 客 ニ 
ー ズ (「 か な り 重 視 」 と 「 ま あ 重 視 」 を あわ せ て 729%)」「 技 術 や 知識 の 伝播 (「 か な り 重 視 」 と 「 ま あ 重 視 」 
を あわ せ て 729%」 と 続い た 。 


1 重視 する 地域 支援 環境 


か な り | あま り 重 | 重視 2 
ない | し な い | 人 答 
労働 力 ・ 人 材 43% 32% 6% 2% 17% 
労働 、 人 材 以外 の 要素 条件 23% 36% 17% 6% 18% 
同一 産業 の 企業 間 競 争 26% 21% 28% 6% 19% 
関連 産業 26% 43% 15% 0% 17% 
支援 産業 26% 36% 19% 2% 17% 
技術 や 知識 の 伝播 36% 36% 9% 2% 17% 
顧客 ニー ズ 51% 21% 11% 0% 17% 
(N=47) 
基礎 研究 段階 に お いて 重視 する 地域 支援 環境 を 質問 し た と ころ 、「 か な り 重 視 」「 ま あ 重 視 」 を あわ せ た 割 


合 が 最も 多かっ た の が 「 技 術 や 知識 の 伝 据 (「 か な り 重 視 」 と 「 ま みあ 重視 」 を あわ せ て 729%」 で 、「 顧 客 ニ ー 
ズ (「 か な り 重 視 」 と 「 ま みあ 重視 」 を あわ せ て 699%%」 が 続い た 。 


製品 開発 段階 に お いて 


視 する 地域 支援 環境 を 質問 


な り 重 視 」 と 「 ま あ 重 視 」 


649%」 と な っ た 。 


合 が 最も 多かっ た の が 「 労 働 力 ・ 人 材 (「 か な り 重 視 」 
を あわ せ て 649%」「 技 術中 知 識 の 伝播 (「 か な り 重 視 」 と 「 ま 


と 「 ま みあ 


表 2 基礎 研究 段階 に お いて 重視 する 地域 支援 環境 

か な り | まり 重 | 重視 の 

重視 | の 重層 得 し な い | し な い | 回 
労働 力 ・ 人 材 40% 26% 13% 2% 19% 
労働 、 人 材 以外 の 要素 条件 21% 36% 17% 6% 19% 
同一 産業 の 企業 間 競 争 17% 23% 32% 6% 21% 
関連 産業 23% 40% 15% 0% 21% 
支援 産業 26% 32% 21% 2% 19% 
技術 や 知識 の 伝播 40% 32% 9% 0% 19% 
顧客 ニー ズ 43% 26% 11% 2% 19% 
(N=47) 


し た と ころ 、「 か な り 重 視 」「 ま あ 重 視 」 を あわ せ た 割 


視 」 を あわ せ て 649%」「 顧 客 ニ ー ズ (「 か 


あ 重 視 」 を あわ せ て 


を あわ せ て 60%)」 と 続 し 


Ya 


販売 段階 に お いて 重視 する 地域 支援 環境 を 質問 し た と ころ 、「 か な り 重視 」「 ま 
多かっ た の が 「 顧 客 ニ ー ズ (「 か な り 重 視 」 


表 3 製品 開発 段階 に お いて 重視 する 地域 支援 環境 

か な 9 あま り 重 | 重視 内 

し な い | し な い | 中 
労働 力 ・ 人 材 45% 19% 13% 2% 21% 
労働 、 人 材 以 外 の 要素 条件 21% 38% 17% 2% 21% 
同一 産業 の 企業 間 競 争 23% 17% 30% 9% 21% 
関連 産業 28% 32% 19% 0% 21% 
支援 産業 30% 30% 15% 4% 21% 
技術 や 知識 の 伝播 30% 34% 13% 2% 21% 
顧客 ニー ズ 45% 19% 13% 0% 23% 
(N= テ 4 の 


「 ま あ 重 視 」 を あわ せ て 70%」 で 、 以 下 「 労 人 
要素 条件 (「 か な り 重 視 」 と 「 ま あか 重視 」 を あわ せ て 609%」「 愛 働 力 ・ 人 材 (「 か な り 重 視 」 と 「 ま 


あ 重 視 」 を あわ せ た 割 合 が 
動 、 人材 以外 の 


まあ 重視 | 


表 4 販売 段階 に お いて 重視 する 地域 支援 環境 

か な り | 。 あま り 重 | 。 重 視 

征 | 祝 し な い | し な on | 0 の 
労働 力 ・ 人 材 28% 32% 15% 2% 23% 
労働 、 人 材 以外 の 要素 条件 30% 30% 13% 4% 23% 
同一 産業 の 企業 間 競 争 13% 23% 32% 6% 26% 
関連 産業 19% 32% 21% 4% 23% 
支援 産業 15% 21% 36% 4% 23% 
技術 や 知識 の 伝播 23% 30% 19% 2% 26% 
顧客 ニー ズ 57% 13% 6% 0% 23% 
(N=47 


新 技 術 ベ ンチ ャ ー 創 出 に 有効 な 地域 支援 施策 に つい て は 、 文 部 科学 省 の 知 的 クラ スタ ー 政 策 推進 指針 で あ 
る 文部 科学 省 @002C) を ベー ス に 質問 表 調査 項目 を 作成 し た 。 文 部 科学 省 (2002C) は 、 知 的 クラ スタ ー に 関す 
る 具体 的 施策 と し て 、(①) 起 業 家 教育 等 大 学 に お ける 産学 官 連携 機能 の 強化 、②⑫ 地 域 の 特性 の 明確 化 、(⑬) 地 
域 の 主体 性 の 尊重 、(④⑳ 地 域 間 の 競争 原理 の 導入 、⑤) 各 種 専門 家 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル の 参画 、(⑥ 顧 客 ニ 
ー ズ の フィ ー ド バッ ク メ カ ニズム の 導入 、 ⑦ 人 中 心 の シス テム の 確立 、 ⑱ 既 存 の 施設 や 施策 の 有効 活用 、 ⑨ 
知 的 財産 権 の 取扱 い ソ レー ル の 確立 、 の 9 点 を 指摘 し て いる (3-4 頁 )。 

新 技術 ベン チャ ー に 対し て 、 こ れ ら の 施策 の 内 、 特 に 優先 的 に 推進 すべ き と 考 える 新 技 術 ベ ミン チャ ー 支 援 
施策 に つい て 質問 し た 。 優先 的 に 推進 すべ き 支 援 施策 と し て 最も 多く の 割合 を 占め た の は 、 「 企 業 家 教 育 等 大 
学 に お ける 産学 官 連 携 機能 の 強化 (43%%)」 と 「 顧 客 ニ ー ズ の フィ ー ド バッ ク メ カ ニズム の 導入 (439%% め 」 で 、 
以下 「 既 存 の 施設 や 施策 の 有効 活用 (389%%」「 知 的 財産 権 の 取扱 い ソ レー ル の 確立 389⑰」 と 続い た 。 


表 5 優先 すべ き と 考え る 支援 施策 


(① 企 業 家 教育 等 大 学 に お ける 産学 官 連携 機能 の 強化 43% 
② 地 域 の 特 仁 の 明確 化 21% 
⑬③ 地 域 の 主体 性 の 尊重 17% 
(④ 地 域 間 の 競争 原理 の 導入 6% 
(⑤ 各 種 専門 家 、 ベ ベンチャー キャ ピタ ル の 参画 30% 
⑥ 顧 客 ニ ー ズ の フィ ー ド バッ ク メ カ ニズム の 導入 43% 
⑦ 人 中 心 の シス テム の 確立 23% 
⑨⑲⑬ 既 存 の 施設 や 施策 の 有効 活用 38% 
⑨ 知 的 財産 権 の 取扱 い シ レー ル の 確立 38% 

(N=47) 

3 知 的 クラ スタ ー に お ける 支援 環境 と 支援 施策 


新 技術 ベン チャ ー 創 出 の 観点 に お いて 、 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 に お ける 全国 の 地域 クラ スタ ー の 現状 は 
どの よう な 状況 で あろ うか 本 研究 発表 で は 、 全 国 16 の 知 的 クラ スタ ー 本 部 の 事業 統括 に 対し て 、 ま ず 、 
当該 知 的 クラ スタ ー の 新 技術 ベン チャ ー 支 援 環 境 の 現状 に つい て 質問 し た 。 質 問 票 調査 の 選択 肢 は 、 新 技術 
ベン チャ ー に 対し て 行っ た 「 重 視 す る 地域 支援 環境 」 と 同様 の 質問 項目 で 、 新 技術 ベン チャ ー に 対す る 調査 
結果 と の 比較 が 可能 で ある 。 

当該 知 的 クラ スタ ー の 新 技術 ベン チャ ー 支 援 環 境 の 現状 に 関し て 、「 か な り 充実 」「 ま あ 充 実 」 を あわ せ て 
最も 多かっ た の が 、「 労 働 、 人 材 以外 の 要素 条件 (「 か な り 充実 」「 ま あ 充実 」 あわ せ て 11 本 部 、929%」 で 、 
以下 「 技 術 や 知識 の 伝播 (「 か な り 充実 」「 ま あ 充 実 」 あ わせ て 8 本 部 、 67%⑳」 が 続い た 。 新 技術 ベン チャ ー 
に 対す る 調査 と 比較 する と 、 新 技術 ベン チャ ー は 重視 する 地域 支援 環境 と し て 「 労 働 力 ・ 人 材 」 を 重視 する 
割合 が 高い 一 方 、 現 状 の 知 的 クラ スタ ー に お いて は 「 労 働 、 人 材 以外 の 要素 条件 」 と いう ハー ド 面 で の 支援 
環境 整備 が 先行 し て いる こと が 伺え る 。 


表 6 知 的 クラ スタ ー 本 部 事業 統括 に よる クラ スタ ー の 現状 評価 


次 に 
施策 を 質問 し た 。 質 半球 
様 の 質問 項目 で ある 。 優 2 


、 知 的 クラ スタ ー 事 業 統括 に 対し て 、 当 該 知 的 クラ スタ ー 


クラ スタ ー 事 業 統括 の 質問 束 ョ 
的 財産 権 の 取扱 い レ ー ル の 確立 」 


ー が 上 位 に 挙 


秒 げ な が ら 知 的 クラ スタ ー 事 業 紀 


は 共に 優 


知 的 クラ スタ ー 事 


業 統括 


先 支援 施策 と し て 、 最 も 多く の 割合 を 
(67%)」 で 、 以 下 「 顧 客 ニ ー ズ の フィ ー ド バッ ク メ カ ニズム の 導入 (7 00 「 人 中 心 の シス テム の 確 
立 (6 本 部 (509%)」「 知 的 財産 権 の 取扱 い レ ー ル の 確立 (6 本 部 (60%))」 と 続い た 。 新 技術 ベン チャ ー と 知 的 
財 査 結果 を 比較 する と 、「 顧 客 ニ ー ズ の フィ ー ド バッ ク メ カ ニズム の 導入 」 や 「 知 
べき 支援 施策 の 上 位 項 目 と な っ て いる 一 方 、 新 技術 ベン チャ 
計 括 が 上 位 に 挙げ な か っ た 項目 は 「 既 存 の 施設 や 施策 の 有効 活用 」、 
が 上 位 に 挙げ な が ら 新 技術 ベン チャ ー が 上 位 に 挙げ な か っ た 項 


に お ける 優 


ト め た の 


か な り | あま り 充 実 | 充実 し て 

充実 | いな い 
労働 力 ・ 人 材 2(17% 5(42%) 5(42%) 0(0%) 
労働 、 人 材 以外 の 要素 条件 2(17% 9(75%) 1(8%) 0(0%) 
同一 産業 の 企業 間 競 和 争 2(17%) 3(25%) 6(50%) 1(8%) 
関連 産業 0(0%) 5(42%) 7(58%) 0(0%) 
支援 産業 0(0%) 4(33%) 7(58%) 1(8%) 
技術 や 知識 の 伝播 2(17% 6(50%) 4(33%) 0(0%) 
(N=12 : カッ コ 内 は 、 割 合 ) 


先 す べき 新 技術 ベン チャ ー 支 援 


は 、「 地 域 の 主体 性 の 尊重 (8 本 部 


ほ 調査 項目 は 、 新 技術 ベン チャ ー を 対象 と し た べき と 考え る 支援 施策 」 と 同 


まだ 、 

主体 性 の 尊重 |」 と な る な どの 両者 の 認識 ギャ ッ プ も 確認 され た 。 
表 7 知 的 クラ スタ ー に お ける 優先 すべ き 新 技術 ベン チャ ー 支 援 施策 
① 企 業 家 教育 等 大 学 に お ける 産学 官 連携 機能 の 強化 5(42%) 
② 地 域 の 特 人 の 明確 化 5(42%) 
⑬③ 地 域 の 主体 性 の 尊重 8(67% め 
(⑭④ 地域 間 の 競争 原理 の 導入 00%) 
⑤ 各種 専門 家 、 ベンチャー キャピ タル の 参画 5(42%) 
(⑥ 顧 客 ニ ー ズ の フィ ー ド バッ ク メ カ ニズム の 導入 7(58%) 
⑦ 人 中 心 の シス テム の 確立 6(50%) 
(⑧ 上 既存 の 施設 や 施策 の 有効 活用 3(25%) 
⑨ 知 的 財産 権 の 取扱 い レ ー ル の 確立 6(50%) 


お わり に 


(N=12 : カッ コ 内 は 、 割 合 ) 


は 「 地 域 の 


新 技術 ベン チャ ー 及 び 知 的 クラ スタ ー 創 成 事 業 に お ける 全 
は 、 以 下 の 点 が 明らか と な っ た 。 


と し た 質問 票 調査 か ら 


① 新 技術 ベン チャ ー( 


る 一 方 、 現 状 の 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 採択 地域 に お いて は 
で の 支援 環境 整備 が 先行 し て いる 


⑫ 新 技術 ベン チャ ー の 事業 化 段 『 
播 」 「 顧 客 ニ ー ズ 」、 製品 開発 段階 で は 


客 ニ ー ズ 」 で ある 。 


間 毎 に 重視 する 地域 支援 環境 の 上 位 は 、 基礎 研究 段 『 
労働 力 ・ 人 材 」「 顧 客 ニ ー ズ 」 「 技 術 


国 16 の 知 的 クラ スタ ー 本 部 の 事業 統括 を 対象 


は 、 地 域 支援 環境 と し て 「 労 働 ・ 人 材 」「 顧 客 ニ ー ズ 」「 技 術 や 知識 の 伝播 | を 重視 す 
「 労 働 、 人 材 以 外 の 要素 条件 」 と いう ハー ド 面 


皆 で は 「 技 術 や 知識 の 伝 
! や 知識 の 伝播 」、 販売 段階 で は 「 顧 


⑬ 新 技術 ベン チャ ー が 、 A 


「 企 業 家 教育 等 大 学 に お 


お ける 産学 記 


還 三 Ma1EEb 


る 3- まだ た 、 


「 既 存 の 施設 や 施策 の 有効 活 
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の の 


加 


等 の 項 


ド バ ッ ク メ カ ニズム の 導入 」 で あ 


で 、 新 技術 ベン チャ ー と 知 的 ク 


ラス ター 本 部 事業 統括 の 間 に 認 識 ギ ャ ッ プ が 存在 する 。 

支援 環境 及び 支援 環境 向上 に 向け た 支援 施策 は 、 急 成長 新 技術 ベン チャ ー 創 出 に 欠か せな い 。 ベ ンチ ャ ー 
支援 環境 が 充実 し て いる 地域 に は 、 シ リコ ン バ レ ー の よう に 自然 に ベン チャ ー が 輩出 、 育 成 さ れ 、 或 い は 、 
他 地 域 か ら 起 業 家 及 び ベ ンチ ャ ー を 呼び 込む こと が 出来 る 。 
知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 採択 地域 に 限っ て みて みる と 、 事 業 統括 に 対す る 質問 票 調 査 か ら も 明らか な よう 
に 、 既 に 労働 、 人 材 以外 の 要素 条件 で や る イン フラ スト ラク チャ ー の 整備 は か な り 進 ん で いる と 想定 で きる 。 
し た が っ て 、 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 採択 地域 に お ける 支援 環境 整備 に 向け た 課題 は 、 イ ン フ ラ 整 備 な どの 
バハ パード 面 以外 に あり 、 今回 の 質問 票 調 査 結果 か ら は Q①) 知 的 財産 創造 機能 強化 、 ②⑫ 人 材 供給 機能 強化 の 2 点 が 
重要 と 思わ れる 。 以 下 で は 、 新 技術 ベン チャ ー 育 成 の 観点 か ら 有 効 な 支援 施策 の 方 向 性 と し て 、 Q①) 知 的 財産 
創造 機能 強化 、② 人材 供給 機能 強化 の 2 点 に つい て 指摘 し 結び と する 。 
DIE:iEVDI20 
新 技術 ベン チャ ー は 、 地 域 支 援 環境 に 関し て 「 技 術 や 知識 の 伝播 」 を 重視 し て いる 。 事 業 化 段階 毎 に みて 
も 、 基 礎 研 究 、 製 品 開発 段階 に お いて 「 技 術 や 知識 の 伝播 | が いずれ の 上 位 に 位置 し た 他 、 支 援 施 策 に お い 
て も 「 企 業 家 教 育 等 大 学 に お ける 産学 官 連携 機能 の 強化 」「 知 的 財産 権 の 取扱 い ソ レール の 確立 」 が 上 位 と な っ 
た 。 新 技術 ベン チャ ー は 、 Smilor Gibson and Kozmetsky(1990) が テク ノ ポ リス の 輸 (Technopohs Wheel) 
の 1 つと し て 指摘 し た 大 学 を 核 と し た 産学 連 連 携 強 化 等 に より 、 地 域 と し て 自立 的 に 知 的 財産 創造 を 促進 で 
きる 地域 支援 環境 を 求め て いる 。 

た だ 、 民 間 企 業 出身 の 知 的 クラ スタ ー の 事業 統括 の 1 人 は 、 イン タビ ュー 調査 に お いて 「 知 的 クラ スタ ー 
創成 事業 を 進め る 上 で は 、 関 係 する 各 企業 や 自治 体 、 大 学 の 協力 は 不可 欠 で ある 。 こ うし た 各 企 業 、 機 関 の 
協力 を 得る た め に は 、 各 企業 、 機 関 の 意 向 を 尊重 し 、 調整 し て いか ざる を 得 な い 。 こ の 点 が 、 ト ッ プ ダウ ン 
で の 運営 が 可能 な 企業 経営 と クラ スタ ー 運 営 の 最大 の 違い で ある 」 と 述べ 、 知 的 クラ スタ ー 運 営 に お ける 関 
係 者 間 の 調整 が 難し さ を 強 調 し た 。 知 的 財産 創造 機能 に 関し て 言え ば 、 地 域 に お ける 知 的 財産 権 の 管理 、 例 
えば 特許 出願 費用 を 誰が 負担 する の か 、 誰 が 管理 する の か 等 に つい て 、 各 クラ スタ ー 間 で 対応 が 異な る な ど 
「 知 的 財産 権 の 取扱 い / レ ー ル の 確立 」 さ を な され て いな い 。 地域 の 独自 性 が 発揮 され た 相違 で あれ ば いい が 、 
質問 票 調 査 お よび イン タビ ュー 調査 か ら は 、 明 確 な 指針 を 持っ て いる 地域 は ほとん ど な か っ た 7。 ま ず 、 こ 
うし た 最低 限 の ルー ル 作 り を 急い だ 上 で 、 Saxenian(1994 の 指摘 する よう に 地域 構成 要素 間 の 正 の 相互 作用 
を 生み 出す 努力 が 求め られ る 。 
2 人 材 僕 縮 機 能 到 化し エエ エエ エー 
質問 票 調査 か ら 、 新 技術 ベン チャ ー は 「 愛 働 力 ・ 人 材 」 すなわち 、 優 秀 な 人 材 を 獲得 し や すい 地域 の 支援 
環境 を 求め て いる こと が 明らか と な っ た 。 事業 化 段 階 毎 に 見 て も 、「 労 働 力 ・ 人 材 」 は 常に 上 位 に 位置 し て い 
る 。 も と も と 、 上 場 企業 な ど と 比較 し て 、 中 小 ベ ンチ ャ ー 企 業 の 経 営 資源 は 限ら れ て いる 。 そ の 上 、 特 許 な 
ど 知 的 財産 権 の 創造 に 経営 資源 を 投入 し て いる 新 技術 ベン チャ ー に お いて は 、 少 な い 経 営 資 湖 を も と で 人 材 
を や りく りす る こと の 困難 さ が 伴う こと は 容易 に 想像 で きる 。 こ う し た 点 が 、 新 技術 ベン チャ ー が 「 労 働 カ ・ 
人 材 」 に 関す る 地域 の 支援 環境 の 充実 を 求め る 背景 に ある 。 
米国 シリ コン バレ ー を 事例 と し た Kenny and Burg(2000)、Lee ed.(2000)、 今 井 監修 (1998) の 先行 研究 に 
お いて は 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル 、 弁 理 士 、 会 計 士 事 務 所 、 法 律 事務 所 、 投 資 銀行 等 の ベン チャ ー 「 支 援 産 
業 」 が 、 ベ ンチ ャ ー に お ける 人 材 面 の 経営 資源 不足 を 補完 する 役割 を 果たし て いる と 指摘 され て いる 。 一 方 、 
今回 の 質問 票 調査 に お いて は 、 こ の ベン チャ ー「 支 援 産業 」 は 、 我 が 国 の 新 技術 ベン チャ ー か ら あ まり 重視 
され て いな いこ と が 明らか と な っ た 。 こ の 背景 に は 、 我が国 の ベン チャ ー「 支 援 産業 」 が 、 新 技術 ベン チャ 
ー に 有用 な ビジ ネス と し て の 支援 を 提供 し て いな いこ と が ある と 考え られ る 。 例 えば 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ 
ル に つい て は 、 日 本 と 米国 の ベン チャ ー キ ャ ピタ ル が 、 投 資 後 活動 を 通じ て 投資 先 企業 に 付加 価値 を 創出 し 
て いる の か と いう 点 に つい て は 、Brav and Gompers(1997)、 徹 那 (1999)、 Hamao Y et al2000) ら の 研究 に 
よっ て 、 米 国 に お いて は 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル 授 資 が 投資 先 企業 に と っ て 株 価 業 績 に 正 の 影響 を 与え て い 
る 一 方 、 我が国 に お いて は 、 逆 の 影響 を 与え て いる と の 研究 が 報告 され て いる 。 

Hellmann and Pum(2002)2 は 、 シ リコ ン バ レ ー の ベン チャ ー キ ャ ピタ ル は 、 人 材 政策 、 マ ー ケ ティ ング 責 
任 者 の リク ルー ティ ング 、CORE の 交代 等 に 積極 的 に 関与 し て いる と 指摘 し 、 ベンチャー キャ ピタ ル が 人 材 
面 で の 関与 を 中 心 に 投資 先 ス ター ト ア ッ プ 企業 の 育成 に 貢献 を し て いる こと を 示唆 し て いる ゎ .194)。 シ リコ 


ーー 
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ン バ レ ー の ベン チャ ー キ ャ ピタ ル は 、 人 材 の リク ルー ティ ング 補 自 ら 取 締 役 と な る な ど よ り 踏 み 込 ん だ 人 材 


面 で の 支援 を 行っ て いる 。 我 が 国 に お ける 急 成 長 新 技術 ベン チャ ー 創 出 に は 、 ベ ンチ ャ ー「 支 援 産業 」 に お 


ける 人 材 面 で の 支援 機能 向上 が 欠か せな い 。 公 的 セク ター に あっ て は 、 地 域 に お ける 新 技術 ベン チャ ー 支 援 


施策 の 主要 な 課題 と な ろう 。 


【 注 釈 】 


1 Pfrrmann et al.(1997) は 、 新 技術 に 基礎 を 置く 企業 (New Technology Based Firms : 以下 、 新 技術 ベン チャ ー と 
略す ) に つい て 「 技 術 的 発明 の 事業 化 に お ける 重要 な 牽引 車 と みな すこ と が で きる ⑯.1)」 と 指摘 し て いる 。 


また 、 知 的 財産 基本 法 (平成 14 年 法律 第 122 号 ) 第 二条 に よる と 、 知 的 財産 と は 「 発 明 、 考案 、 植物 の 新品 種 、 意匠 、 
著作 物 そ の 他 の 人 間 の 創造 的 活動 に より 生み 出さ れる も の (発見 文 は 解明 が され た 自然 の 法則 又は 現象 で あっ て 、 産 業 


『 


上 の 利用 可能 性 が ある も の を 含む 。) 、 商 標 、 商 号 そ の 他 事 業 活動 に 用 いら れる 商品 又は 役務 を 表示 する も の 及び 営業 秘 


密 そ の 他 の 事業 活動 に 有用 な 技術 上 又は 営業 上 の 情報 を いう 。」 と 定義 され て いる 。 ま た 同 第 2 条 2 に お いて 、 知 的 財産 


成 者 権 、 意匠 権 、 著 作 権 、 商 標 権 、 そ の 他 の 知 的 財産 に 関し て 法令 に より 定め られ た 権 


権 を 「 特 許 権 、 実 用 新案 権 、 育 


作 と し て の 発明 に も と づき 、 新 ) 


利 又 は 法律 上 保護 され る 利益 に 係る 権利 」 と 定義 し て いる 。 本 研究 発表 で は 、 特 に 自然 法則 を 利用 し た 技術 的 思想 の 創 
内 性 、 進 歩 性 を 有 し 、 法 的 に 権利 と し て 保護 され る 特許 を 特に 対象 と する 。 


2) 経済 産業 省 の 産業 クラ スタ ー 計 画 と 、 文 部 科学 省 の 知 的 クラ スタ ー 創 成 事業 の 相違 点 に つい て 、 文 部 科学 省 で は 
「 知 的 クラ スタ ー は 、 地 域 の 大 学 等 の 地域 的 特色 の ある 研究 成果 と 研究 人 材 の 存在 を 基礎 と し て いる 点 に お いて 、 企 業 


の 集積 か ら 成 る 産業 クラ スタ 


と 


線 を 画 し て いる (文部 科学 省 (2002C、2 真 ) と 指摘 し て いる 。 


3) Krugman (1991) は 、Marshall (1890) の 特定 産業 の 地域 的 集積 の 要因 に 関す る 研究 に つい て 、「 マ ー シ ャ ル 
の 表現 の 古 さと 定型 化 の 不 十分 さ を 割り 引い て も 、 か な り 洗 練 さ れ た モデ ル を 提示 し て いる 」 と 評価 する と 共に 、 収 益 


進 増 、 輸 送 費 、 需 要 が 相互 作 


1 に 着目 し た 地理 的 集 


に 関す る モデ ル を 提示 し て いる 。 


4) 奈良 先端 科学 技術 大 学院 通信 教育 講座 「 知 的 財産 ・ 技 術 経営 プロ グラ ム 2005」 は 、 奈 良 先端 科学 技 


術 大 学院 大 学 先端 科学 技術 研究 調査 セン ター が 、 弁理 士 、 弁護 士 、 公認 会 計 士 あわ せ て 7 人 を 講師 と し て 招 
聴 し 、 新 技術 ベン チャ ー に 必要 な 知 的 財産 及び 技術 経営 に 関す る 講義 を 、 イ ンタ ーネット を 通じ て 実施 し た 
も の 。 (http:/wwwr.yous.co.jp/NAIST/2005/boshu.htm) 

5) 質問 票 調 査 で は 、 知 的 財産 を ベー ス と し た 先端 技術 の 事業 化 ま で の 段階 に つい て 、 基 礎 研 究 段階 と は 「 ビ ジネス の 
シー ズ と な る 知 的 財産 を 創出 し 、 特 許 な ど を 取得 する まで の 段階 」、 製 品 化 段階 と は 「 特 許 な どの 知 的 財産 権 を 活用 し て 


製品 化 を 実現 する まで の 段階 」、 
問 票 調査 を 実施 し た 。 


dn 


ほ 業 化 段階 と は 「 新 た な 市 場 を 形成 し 、 製 品 販 売 を 拡大 する まで の 段階 」 と 定義 し 、 質 


6) 基礎 研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段階 の 経験 に つい て は 、 基 礎 研 究 段 階 で は 、 事業 に 関 車 し 特許 を 取得 し て 
いる 、 或 い は 出願 中 で ある 、 製 品 化 敏 階 で は 、 知 的 財産 権 の ライ セン ス だ け で は な く 、 知 的 財産 権 を ベー ス と し て 製品 


化 の プロ セス を 有する 、 事 業 化 取 階 で は 、 売 上 実績 が ある こと を 条件 と し て 選定 し た 。 


7) 知 的 クラ スタ ー 事 業 本 部 に 対す る イン タビ ュー は 、2006 年 1 月 か ら 2 月 に か け て 、 全 国 16 ヶ所 の 知 的 クラ スタ 
ーー 創成 事業 採択 地域 の 内 、5 つ の 知 的 クラ スタ ー 本 部 を 訪問 し 、 各 知 的 クラ スタ ー 本 部 事業 統括 に 対し て イン タビ ュー 


を 行っ た も の 。 
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